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配当予想の修正（増配）に関するお知らせ 
 

 当社は、2026年２月 27日開催の取締役会において、2026年３月期通期の１株当たり配当予想につい

て、以下のとおり修正することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１. 配当予想修正の理由 

近年の増益基調や財務状況を総合的に勘案し、株主の皆様への利益還元の充実を図ることを目的とし

て、期末配当予想を前回予想の 24円から 34 円に修正いたしました。これにより、2026年３月期の年間

配当金は、１株当たり 45円を予定しております。 

なお、当社は、剰余金の配当等について会社法に定める事項について、法令に別段の定めのある場合

を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議による旨定款に定めております。 

 

２.修正の内容 

  

年間配当金 

第２四半期末 期 末 合 計 

  円 銭 円 銭 円 銭 

前回予想 
11.00 24.00 35.00 

（2025年６月 26日発表） 

今回修正予想   34.00 45.00 

当期実績 11.00     

前期実績 
0.00 27.00 27.00 

（2025年３月期） 

 

 

 

 

 

 

 



 

３.増配に関する当社の考え方（補足） 

 

（１）はじめに 

当社は、長期ビジョンである「JAST VISION 2035」のもと、社会インフラを支える IT基盤の提供を通

じて、顧客および社会からの信頼を積み重ね、持続的な企業価値の向上に取り組んでいます。 

このたび実施する増配は、こうした中長期的な価値創造の考え方と、株主の皆さまへの還元を重視する

当社の姿勢を踏まえて決定したものです。 

近年、生成 AI の急速な進展を背景に、AI が既存の IT・ソフトウェアサービスを代替するのではない

かとの懸念が市場で強まり、ソフトウェア株を中心に株価が大きく変動する局面も見られました。 

本資料は、そうした外部環境の変化を踏まえたうえで、増配に至った背景および当社の考え方について

補足するものです。 

 

（２）AI技術の進展に対する当社の認識 

近年、生成 AIや AI エージェントの進展により、IT サービスを取り巻く環境は大きな変化の局面を迎

えています。当社は、こうした技術動向を短期的な変化として捉えるのではなく、中長期的な構造変化

として冷静に受け止め、その本質を見極めることが重要であると考えています。AI は業務効率の向上や

分析の高度化を通じて企業活動に大きな変革をもたらす一方、教育・医療・公共分野などの制度産業に

おいては、正確性、継続性、制度・規程への適合、長期にわたる安定運用といった要素が不可欠であり、

これらを支える基幹システムや業務基盤の重要性は今後も変わらないと認識しています。 

 

（３）当社事業の位置づけ 

当社のシステムインテグレーション事業は、顧客業務や制度を深く理解したうえで、個別要件に対応

しながらシステム全体を設計・構築・運用するものであり、様々な産業を支える社会インフラとしての

役割を担っています。 

当社のブランド事業においても「GAKUEN」は、教育機関の基幹業務を支える ERP として、データの正

確性・一貫性・継続性を担う中核的な業務基盤です。また、医療ビッグデータ事業は、医療情報の安全

かつ継続的な収集・活用を通じて、医療の質向上や制度運営を支える基盤として機能しています。 

さらに、「BankNeo」をはじめとする金融・CRM 関連ソリューションは、金融機関や関連事業者の業務基

盤として、高い信頼性と継続運用が求められる領域を支えています。これらの事業はいずれも、AI 活用

が進むほど、その前提となる信頼性の高いデータ基盤および業務基盤の重要性が一層高まる分野である

と認識しています。 

 

（４）AI時代における当社の方向性 

当社は、AI を既存事業の代替要因としてではなく、基幹システムや業務基盤を高度化するための技術

として位置づけています。安定した運用基盤を維持しながら、データ品質の向上や新技術との連携を進

めることで、顧客の DX推進を中長期的に支援していく方針です。 

 

（５）株主還元に関する考え方 

当社は、安定した事業基盤と継続的な収益創出力を背景に、持続的な成長と財務健全性の両立を図っ

ています。そのうえで、株主の皆さまへの還元を重要な経営課題と位置づけ、中長期的な視点から、安

定的かつ継続的な還元を行うことを基本的な考え方としています。今回の増配は、当社の収益基盤およ

び将来見通しを踏まえ、株主還元を一段と重視する姿勢を示すものです。 

 

以 上 

 


